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成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

福祉総合相談
窓口の設置
【新規】

福祉部局、
企画政策課

設置なし 設置あり 設置あり 設置あり 設置あり 設置あり 設置あり
引き続き「くらしサポート窓口」を開
設。

○ 生活困窮者等の相談窓口として、「くらしサポート窓口」の継続
設置。（相談者数：211人／月）

地域たすけあ
い相談員の配
置【新規】

社協 ０地区 －地区 －地区 －地区 －地区 －地区 ９地区

地域課題の解決方法を地域へ提案し、
全地域に配置ができるよう地区に働き
かけていく。また、地域で相談会を設
けられるよう協力を求めていく。

◎地域たすけあい相談員（ＣＳＷ）が、地域福祉活動に取り組む団体
の立ち上げ等の地域支援や制度の狭間で苦しむ方の個別支援を行っ
た。
小学校区での専任の相談員は配置できていない。

地域福祉課、
社協

１４回 ５０回 ７１回 ７３回 100回 １３５回 ９５回
各地域が「支え合い活動の仕組み」づ
くりをする際に、必要なテーマを設定
し開催を続ける。

●第１層及び第２層生活支援コーディネータと連携して、生活支援体
制整備に関する協議体を１２回開催した。
●第１層及び第２層生活支援コーディネータと連携して、生活支援体
制整備に関する説明会を２３回開催し、約755名が参加した。

地域福祉課、
社協

２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ３か所 ３か所 １９か所
生活体制整備事業と連携し、包括的に
助け合いを推進できるよう調整する。

●第１層及び第２層生活支援コーディネータと連携して、生活支援体
制整備に関する説明会を開催した。

生活支援コー
ディネーター
の配置人数
【新規】

地域福祉課 ０人 ０人 ５人 ５人 5人 5人 ３人
○ 第１層（市全域）２名、第２層（市
内３包括圏域）３名の配置を継続す
る。

○ 第１層（市全域）２名、第２層（市内３包括圏域）３名を配置し
た。
◎ 社協にて第１層を受託。

地域福祉課、
社協

０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ９か所
生活体制整備事業と連携し、包括的に
助け合いを推進できるよう調整する。

●第１層及び第２層生活支援コーディネータと連携して、生活支援体
制整備に関する説明会を開催した。
地域たすけあい会議の設置には至っていない。

a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

地域福祉課、
介護福祉課、
子育て支援
課、健康課、
生活安全課、
学校教育課、
収納課、社協

未実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施
引き続き生活困窮者自立支援事業支援
調整会議を開催し支援の充実を図る。

● 地域福祉課を中心に、関係課及び関係機関を招集し、生活困窮者
自立支援事業支援調整会議を定期開催した（８回）。また必要に応じ
て、支援者の状況に応じて、必要な機関と連携し、個別ケア会議を実
施した。

◎

生活困窮者等
に関する研修
会開催回数
【新規】

社協 ０回／年 ４回／年 ０回／年 ２回 ５回/年 ５回/年 １回／年

生活困窮者等の事業についての研修を
通じて各種団体や市民の意識を啓発
し、支援の担い手の確保を目指す。市
内の一般企業へ事業の周知行い、連携
体制の整備を行う。

◎ 愛知県社協が行う福祉でまちづくり推進事業の助成金を利用し、
子育てや教育に関わる各種団体と協力して、隔月で個々の団体の活動
している分野について、市民対象の講座を開いた（5回）。

当事者交流会
の場づくり

地域福祉課、
社協

３か所 ３か所 ５か所 ６か所 １０か所 １０か所 ５か所
民間支援団体や当事者と協議を行う中
で、必要に応じた支援体制の構築を目
指す。

○介護者のつどい、認知症家族交流会、認知症カフェ（４か所）の運
営や情報共有等を行った。
◎ すばる、肢体不自由の方の子育てを支援するため、気軽に集ま
れ、おしゃべりできる交流の場「しゃべり場」の支援を行った。

地域福祉課、
社協

６９% ８３% １００% １００% 80% 80% ７５％

引き続き、自立に向けた支援を実施。
また、生活困窮者自立支援事業を推進
することにより、生活保護を受給する
前に就労できる環境を支援。

● 支援員による定期的な面談や情報提供を行い、安定した生活に向
けた自立支援を行った。

a

【１】市内すべての地域をつなぐ横断組織の設置と活動の拡充

優先
◎

地域での座談
会等開催回数

◎
区・自治会で
の協働組織の
設置

地域たすけあ
い会議の設置
【新規】

【２】新たな要支援者層や困りごとを抱える人への支援

◎

横断的な専門
部署の個別ケ
ア会議の開催
【新規】

生活保護世帯
の就労率
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成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

地域福祉課、
社協

４,１９３名 ５,２５８名 ５,８７５名 ６,６３１名 ６，９８８名 ８，０５５名 ５,５００名

福祉だよりに加え、養成講座周知ちら
しを作成し、周知に努める。
学校向け福祉実践教室紹介冊子を整理
し、受講校の増加を目指す。

○ 認知症サポーター養成講座を市全域や行政区単位で積極的に開催
し４７５名が修了された。
◎災害ボランティアコーディネーター養成講座 22名
　まちの守り人養成講座 509名
　認知症サポーター養成講座 44名
　（おたっしゃボランティア事前説明会・A型サポーター養成講座の
際に実施）
◎精神保健福祉ボランティア養成講座は17名が参加。

こども１１０
番登録戸数

学校教育課 ５４８戸 ５３１戸 ５２４戸 ５１３戸 ４９７戸 ４８６戸 ６００戸
ホームページや広報等を通じて啓発を
行う。

○ 新規登録者のところへは学校から先生が直接出向き、通学路こど
も１１０番の家として適切な場所であるかを確認した上で、子ども達
の安全のための協力をお願いし、看板をお渡ししている。
○ 設置協力者を対象としたアンケートを実施し、利用状況や意見を
集計している。

認知症高齢者
徘徊模擬訓練
実施回数

地域福祉課 ０回／年 ０回／年 ０回／年 １回／年 １回／年 １回／年 ２回／年
認知症への理解促進を深め、認知症高
齢者等行方不明捜索の体制構築や訓練
など地域における取組促進を図る。

○昨年度に引き続き五色園において認知症高齢者等行方不明時捜索訓
練を実施した。
（新たに藤島での捜索訓練を計画したが新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため開催は中止となった。）

防災訓練実施
回数

危機管理課 ２回／年 ２回／年 ２回／年 １回／年 １回／年 １回／年 ２回／年
指定避難所一ヶ所で地域住民を対象と
した避難所開設・運営訓練の実施

○香久山小学校の地域住民を対象とした避難所開設・運営訓練を令和
元年１１月１０日実施１した。
●要援護者の避難所生活支援者向けサポートブックを活用し、要援護
者への配慮を学んだ。

地域の自主防
災組織数

危機管理課 ３２団体 ３６団体 ３８団体 ３８団体 ３８団体 ３８団体 ３５団体
設立されていない区域に対して、自主
防災組織設立への支援を行う。

○自主防災組織の活動支援を行った。

地域の自主防
犯組織数

生活安全課 ２６団体 ２８団体 ３０団体 ３０団体 ２９団体 ２９団体 ２９団体
引き続き、防犯教室や防犯ボランティ
ア養成アカデミーの開催、物品の貸与
などでソフト面の支援を行う。

防犯教室や防犯ボランティア養成アカデミーの開催、物品の貸与など
でソフト面の支援を行った。

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実

◎
見守り活動養
成人数
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成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

地域での座談
会等開催回数

再掲 １４回 ９５回

災害時要援護
者数

危機管理課 １,１２４人 １,０７９人 １,０７１人 １,０７０人 １，０５１人 １，０５９人 １,３７０人
引き続き地域の協力を得ながら災害時
要援護者の把握、登録を行う。

○区長、民生委員児童委員の協力を得ることができた。

高齢者世帯福
祉票登録世帯
数

地域福祉課 ９０６世帯 ９３６世帯 ９８０世帯 ９６３世帯 ９１１世帯 ８５９世帯 １,１５０世帯
民生委員児童委員等を通じた啓発を、
引き続き行う。

○ 民生委員児童委員定例会において、実態の把握に努めていただく
よう啓発を実施した。

民生委員児童
委員による赤
ちゃん訪問の
割合

健康課 ９８％ ９６．７% ９７．５% ９９．２％ ９８．１％ 98% １００％
引き続き訪問を実施し、要支援家庭を
把握した場合に早期に適切な支援を
行っていく。

○ 地域の民生委員と主任児童委員が、生後４か月を迎えるまでの赤
ちゃんがいる家庭に訪問し、子育て支援情報等をお届けした。3月は
新型コロナウイルス感染症予防対策のため、訪問は中止し、保健師に
よる電話対応とした。

福祉事業者交
流会開催回数
【新規】

地域福祉課、
社協

０回／年 ３回／年 ３回／年 ６回／年 ５回／年 ９回／年 ２回／年

○在宅医療・介護連携支援センターと
連携しながら、多職種による情報共有
及び意見交換の機会を設置する。
地域の福祉を下支えする福祉事業者の
支援を行っていくため、地域の事業者
への意見聴取を行う等、必要な支援体
制の構築を検討する。
◎事業所への助成金については、引き
続きPRをし、周知に努めるとともに、
より使いやすい助成金を目指す。

●生活支援体制の整備を進めるため、ＮＰＯ、ボランティア、介護事
業関係者等生活支援サービスの担い手との情報の共有・連携強化の場
を継続実施。（地域支えあい円卓会議：２回）
○医療介護連携のための多職種研修会（１回）、薬剤師会との交流会
（１回）、医療・介護の情報交換会（１回）を開催した。
○「地域福祉をつなぐ会」として、虐待への取り組みなど情報共有及
び意見交換を行い、介護事業者を中心とした交流会（１回）を実施し
た。
◎赤い羽根公募プレゼンテーション助成金事業　１回
　（２事業所に助成）
◎福祉有償運送など紹介イベント　２回

市民活動に関
する相談件数

市民協働課、
社協

５１件／年 １５６件／年 ３２０件／年 ３０３件／年 １５９件／年  817件／年 １００件／年

広報、にぎわいNEWS等による市民活
動の周知・啓発。相談支援等による団
体活動支援の強化。市民活動推進事業
及びにぎわい交流館事業の充実。にっ
しんわいわいフェスティバル実施によ
る事業の充実。
人材データベースを活用し、効率的な
マッチングを行うとともに、ボラン
ティア活動を希望する方に合った情報
提供を行う。にぎわい交流館との情報
共有を行い、一体的な支援体制の構築
を目指す。
◎引き続き、ボランティア人材データ
ベースを活用し、効率的なマッチング
を行うとともに、ボランティア活動を
希望する方に合った情報提供を行う。
にぎわい交流館との情報共有を行い、
一体的な支援体制の構築を目指す。

○ 広報に市民活動啓発特集記事（8月号、3月号）を掲載、にぎわい
NEWSを作成し（６月、11月）、地域回覧し、公共施設等に設置し
た。毎月発行の団体イベントカレンダーは、にぎわい交流館カウン
ター、サロンテーブルに設置し、公共施設へも設置依頼を行った。
○ 市民活動団体による公募提案型事業において、庁内から協働事業
を募り、より必要性の高い事業の実施に努めた。
○にぎわい交流館事業としては、団体・市民の関心があるテーマと地
域課題をマッチングし、内容（プログラム）についても趣向を凝らし
て実施した。また、団体事務の支援、専門的な学びの場の提供、団体
のニーズに応じた事業の充実を図った。
○ にっしんわいわいフェスティバルにおいては、ＳＤＧｓのテーマ
を表示し、ＥＳＤ推進基本方針に沿って、内容の充実を図った。
○ 相談支援の成果の一つとして、にぎわい交流館の登録団体数が順
調に伸びており、また、館の利用率・利用者数も高い。
〇ボランティア体験講座を4日間開催し、団体4団体、個人（複数参
加含め）延べ１５名が参加。ボランティアを始めるきっかけづくりを
提供した。
◎社協ボランティア相談　８８件
◎CSW（地域たすけあい相談員）相談　５４３件

各種ボラン
ティア養成講
座受講者延人
数

社協 ２６５人／年 ２８９人／年 ３４０人／年 ２３５人／年 ６７３人／年 ８４２人／年 ３００人／年
◎引き続き、多くの市民のボランティ
ア活動のきっかけとなる養成講座を企
画、開催していく。

○近隣市町と協力し、手話奉仕員養成講座入門（２６人（うち日進市
７人））、手話奉仕員養成講座基礎（２２人（うち日進市　７
人））、要約筆記奉仕員養成講座（１１人（うち日進市　８人））を
行った。
◎ボランティア活動へのきっかけとなるよう、「伝わるチラシの作り
方講座」を開催し、8名が受講した。
福祉有償運送など紹介イベントを2日間開催し、32名が参加した。
精神障害者居場所支援（すばる主催）53名、精神保健福祉ボラン
ティア養成講座17名、精神保健福祉ステップアップ講座10名、要約
筆記ボランティア養成講座56名、ゲートキーパー養成講座37名、ま
ちの守り人養成講座509名、おたっしゃボランティア98名。

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実
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a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

◎
地域の人材情
報の集約【新
規】

地域福祉課、
市民協働課、
生涯学習課、
社協

未実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

○市民活動推進事業及びにぎわい交流
館事業、にっしんわいわいフェスティ
バル事業、相談支援事業を充実し、人
材情報の集約を図る。関係機関、特
に、大学の教員、学生、企業の地域貢
献担当者等とも幅広く連携し、人材情
報の集約を図る。
○「生涯学習人材情報　まちかどネッ
トワーク」が有効に活用されるよう、
周知方法等を検討。
◎引き続き、ボランティアの登録、に
ぎわい交流館との情報共有を行ってい
く。

○ 市民活動推進事業、にっしんわいわいフェスティバル事業、にぎ
わい交流館事業、にぎわい交流館登録団体等の相談支援等あらゆる機
会をとおして、人材情報の把握、人材との連携作りを行った。にぎわ
い交流館（市民活動支援センター）と社会福祉協議会（ボランティア
センター）と日常的な交流を継続し、人材情報の集約、共有、活用を
図った。
◎団体及び個人のボランティア登録をすすめた（76団体、個人36
名）。
◎にぎわい交流館との情報共有のため、毎月1回定例会議を行った。
○ 「生涯学習人材情報　まちかどネットワーク」にて、情報の集約
及び集約した情報の提供を行った。また、登録講師による提案型講座
である「市民企画講座」を開催し、人材の活用を図った。

助成金等の情
報の集約【新
規】

地域福祉課、
社協

未実施 未実施 未実施 未実施 実施 実施 実施
より効率的に、情報提供できるよう、
情報収集に努める。

◎リニューアルした社協ホームページ上で「助成金」の項目を追加
し、各種助成制度の情報を集約した。

空家等の情報
集約【新規】

地域福祉課、
都市計画課、
社協

未実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施
空家バンク登録物件のさらなる掘り起
こしのため、ＤＭ、ＨＰ、広報等各種
媒体を活用して、制度周知に努める。

○新たな住宅セーフティネット制度について都市計画課と地域福祉課
で情報共有を行い、広報にっしんにて周知を行った。

◎
福祉有償運送
実施事業者数

地域福祉課、
社協

１事業者 １事業者 ３事業者 ３事業者 ３事業者 ２事業所 ３事業者

福祉有償運送を行うドライバー不足を
解消し、公共交通機関の利用が困難な
高齢者や障害者等の移動手段を確保す
るため、福祉有償運送ドライバー養成
講習会を開催する。

○日進市における福祉有償運送の現状や課題に対する審議を行った。
１事業者からの日進市を運行区域としない旨の報告があった。
〇長久手市との共催により、福祉有償運送ドライバー認定講習会（２
９人、うち日進市１３人）を開催した。

a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値
（Ｈ２６）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度
前期目標値
（Ｈ３１）

平成３１年度実施方針
令和元年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）

◎
つどいの場の
開設

地域福祉課、
社協

２２カ所 ４８ヶ所 ５５ヶ所 ６１ヶ所 ６５ケ所 ７５ヶ所 ５０カ所
◎つどいの場の運営者が相談できる場
の創出、他のつどいの場との交流がで
きる場の創出に努める。

● 市民による「つどいの場」新規立ち上げや運営を支援するため、
運営団体へ事業内容に応じた補助金を交付した。
●企業・大学と連携した「健康つどいの場」を１カ所開設した。
◎つどいの場としての新たな登録は、７か所。
（ぷらっとホーム６カ所、ほっとカフェ2２カ所、ふれあい・いきい
きサロン１２カ所、体操スポット２７カ所、その他７カ所、健康つど
いの場１カ所）
◎助成金交付：運営助成金13団体766,573円、プレゼン助成金：
２団体186,000円）

【５】つどいの場の創設支援

【４】地域福祉活動の継続支援に向けた情報の集約と支援体制の再編
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日進市自殺対策計画進捗シート 資料３
計画における項目 実施内容

計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元度実施状況 令和元年度　実施状況に関する担当課の評価 達成度（％） 今後（令和２年度以降）の実施計画

施策１　地域におけるネットワークの構築・強化　～つなげる先の体制づくり～

福祉総合相談体制（日進つながる丸ごと相談）の
確立

専門機関・専門職が連携しながら丸ごと相談してい
く体制づくり

P.106 健康福祉部 地域福祉課

・生活困窮者等の相談窓口として、「くらしサ
ポート窓口」を設置した。
・地域福祉課を中心に、関係課及び関係機関を招
集し、生活困窮者自立支援事業支援調整会議を定
期開催した（８回）。
・必要に応じて、支援者の状況に応じて、必要な
機関と連携し、個別ケア会議を実施した。

相談者数　２１１人／月 実施 継続実施

健康福祉部 地域福祉課 ○

・地域福祉課を中心に、関係課及び関係機関を招
集し、生活困窮者自立支援事業支援調整会議を定
期開催した（８回）。（再掲）
・必要に応じて、支援者の状況に応じて、必要な
機関と連携し、個別ケア会議を実施した。（再
掲）

実施 継続実施

健康福祉部 介護福祉課 地域ケア会議に参加し、情報を共有した。
必要とされたすべての地域ケア会議に参加し、情
報を共有した。

100%
参加を継続し、必要な介護サービス等について情
報を共有する。

こども未来部 子育て支援課
要保護児童に関する関係機関との連絡協議会等を
実施した。

引き続き連絡協議会等において関係機関との連携
を図る。

実施 継続実施

「日進市わたしたちのまちのしあわせづくり委員
会」を通じた本計画の進行管理

「日進市わたしたちのまちのしあわせづくり委員
会」を通じた本計画の進行管理

P.106 健康福祉部 地域福祉課
委員会において自殺対策計画の策定について検討
を行った。

委員会での意見を計画に反映することができた。 実施 委員会において実施状況等の進行管理を行う。

施策２　いのちを支える人材の育成　～気づき、つなぐ人づくり～

職員等を対象にしたゲートキーパー研修の実施
各種窓口担当職員を対象に、ゲートキーパー研修を
行う

P.107 健康福祉部 地域福祉課 未実施 未実施 各種窓口担当職員を対象とした研修を実施予定。

市民や民間事業者に対するゲートキーパー研修の
機会の提供

民生委員児童委員や各種福祉サービス事業者、市民
等に対してゲートキーパー研修を行う。

P.107 健康福祉部 地域福祉課
市内の福祉サービス事業所の職員等を対象に、全
２回開催、25人参加

受講者アンケートでは９４％が「分かりやすかっ
た」と回答

実施 継続実施

施策３　広報・啓発の充実　～本人や周りの人が気づける機会づくり～

自殺予防週間、自殺対策強化月間における啓発活
動

自殺予防週間や自殺対策強化月間での啓発 P.108 健康福祉部 地域福祉課 期間中市役所窓口に啓発資材を設置した。
実際に支援が必要な方に情報提供できているか確
認できない

実施 継続実施

ホームページ等による自殺対策に関する情報提供
や啓発

市のホームページ内に自殺対策に関するページを作
成、広報での特集記事による啓発

P.108 健康福祉部 地域福祉課 未実施 未実施
自殺対策に関するWEBページを設ける。広報にっ
しん３月号に特集記事を掲載予定。

自殺防止リーフレット等による啓発
リーフレット類を各種相談窓口や市内の公共施設等
に配架

P.108 健康福祉部 地域福祉課 市役所窓口に自殺防止リーフレットを設置した。
実際に支援が必要な方に情報提供できているか確
認できない

実施 継続実施

広報やチラシ等を活用した相談窓口の紹介
相談窓口や愛知県自殺対策情報センター等の関係機
関の紹介

P.108 健康福祉部 地域福祉課 市役所窓口に関係機関一覧を設置した。
実際に支援が必要な方に情報提供できているか確
認できない

実施 継続実施

施策４　生きることの促進要因を増やす支援　～生きていく気持ちの源づくり～

健康福祉部 地域福祉課
区、NPO法人等に委託して市内６箇所にぷらっと
ホームを設置した。

６箇所で、延べ17,892人が利用、多世代が交流す
る拠点としての役割を果たすことができた。

実施 継続実施

健康福祉部 介護福祉課 実績なし 未実施

こども未来部 子育て支援課
市内に3箇所ある地域子育て支援拠点において、
乳幼児及びその保護者が相互交流を行う場を提供
した。

引き続き、乳幼児及びその保護者が相互交流を行
う場を提供していく。

実施 継続実施

日進市社会福祉協議会 つどいの場の運営助成13団体766,573円
つどいの場実施団体に対して助成及び支援を実施
した。

実施 継続実施

健康福祉部 地域福祉課
社会福祉協議会に委託して、ボランティア養成講
座やステップアップ講座の開催等、運営支援を
行った。

ボランティア養成講座受講者のうち１人が、「す
ばる」への加入を希望された。

実施 継続実施

日進市社会福祉協議会 11回開催　53人参加
定期的に開催することで、誰もが参加できる居場
所であるとともに、話を聞いてもらうことによ
り、その人の心理的負担軽減を図っている。

実施 毎月1回開催

健康福祉部 地域福祉課
介護者のつどい（９回　24人参加）、認知症家族
交流会（11回　112人参加）、認知症カフェ（22
回　340人参加）の開催や運営支援を行った。

共通の悩みを持つ参加者同士が交流することで、
困りごとの相談や心理的な負担感を減らす機会と
することができた。

実施 継続実施

日進市社会福祉協議会
肢体不自由ママ・パパを対象に、ピアサポート
「しゃべり場」の実施　５回開催　13人参加

肢体不自由ママ・パパが気軽に集まり、子育てに
ついてお話が出来る場の提供ができた。

実施 隔月開催

大切な人を亡くした人の支援を行っている機関等
の紹介

自死で大切な人を亡くされた人の総合相談窓口、専
門相談室、ピアカウンセリングを行っている団体の
周知

P.110 健康福祉部 地域福祉課 市役所窓口に相談窓口一覧を設置した。
実際に支援が必要な方に情報提供できているか確
認できない

実施 継続実施

メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
の周知

メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」の
周知

P.110 健康福祉部 健康課 ホームページに掲載
閲覧数が把握できないため、周知に効果的かを確
認することができない。

実施 継続実施

こころの健康啓発事業 こころの健康の啓発 P.110 健康福祉部 健康課

保健センターで使用する封筒に「こころがホッと
する言葉」を掲載、「こころがホッとする言葉」
を歌詞に盛り込んだ「にっしん体操」の普及、広
報紙に睡眠に関する記事を掲載、こころの講演会
（年１回）開催、母子健康手帳発行時にメンタル
ヘルスケアに関連したチラシを配布した。

多くの市民が手にする配布物に情報を掲載するこ
とで、効率的に啓発することができた。
にっしん体操スポットとして７か所を新規追加。

実施
継続実施（広報記事、講演会はテーマを変更して
実施）

相談支援事業 障害者相談支援センターを通じた精神面でのケア P.110 障害者相談支援センター 年間相談件数10,618件
障害のある方に対し、相談を通じて精神面でのケ
アを行った。

実施 継続実施

P.109当事者等の交流活動の支援 悩みに応じて参加できる交流活動を支援

P.106

「つどいの場」の開設支援
「つどいの場」の身近な地域での開設を支援、全世
代対応型のサロン等、多様な方が参加できるサロン
の開設を促進

P.109

フリースペース「すばる」の運営支援
精神保健福祉ボランティアによるフリースペース
「すばる」の運営を支援

P.109

既存の各種会議等を活用した関係機関・専門職の
連携

各種会議を活用した情報共有・事案調整及び個別支
援



日進市自殺対策計画進捗シート 資料３
計画における項目 実施内容

計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元度実施状況 令和元年度　実施状況に関する担当課の評価 達成度（％） 今後（令和２年度以降）の実施計画

施策５　ライフステージ別の取組

児童生徒へのＳＯＳの出し方に関する教育の推進
と相談実施

児童生徒へのＳＯＳの出し方に関する教育実施、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
を通じた相談

P.111 学習教育部 学校教育課
各学校にスクールカウンセラーとスクールソー
シャルワーカーを配置し、相談業務を実施した。

児童生徒及び保護者からの相談に適宜応じること
ができた。

100%
令和２年度にスクールソーシャルワーカーを１名
増員。継続実施

日進市いじめ防止基本方針に基づく取組等の推進
四中学校区小中学生指導・いじめ防止対策推進協議
会の開催

P.111 学習教育部 学校教育課 年１回開催（11月）
学校長、スクールソ―シャルワーカーを含めた委
員出席のもと、いじめ対策について協議できた。

100% 継続実施

健康福祉部 地域福祉課 未実施 未実施 「くらしサポート窓口」等での周知に努める。

産業政策部 産業振興課
産業振興課窓口でなごや若者サポートステーショ
ンの事業に関するリーフレットを配布している。

悩める当事者の手許にどれだけ届いたかが分から
ない。

実施 継続実施

ＳＮＳによる相談窓口の周知
SNS・チャット相談事業（「生きづらびっと」、
「よりそいチャット」）の紹介・ＰＲ

P.111 健康福祉部 地域福祉課 未実施 未実施
市役所窓口や自殺対策に関するWEBページの中で
紹介する。

健康福祉部 健康課
母子健康手帳交付時に全交付者に事業の周知を
行った。産後ケア事業（宿泊型）の医療機関４か
所に拡大した。

前年度は利用がなかったが、産後ケア事業宿泊型
（３件　計９日）の利用があり、個々に合わせて
必要に応じて支援することができた。

実施 継続実施

こども未来部 子育て支援課
にっしん子育て総合支援センター内で、子育て世
代包括支援センターを開設し、相談や情報提供を
行った。

引き続き、子育て世代包括支援センターにおい
て、相談や情報提供を行う。

実施 継続実施

健康福祉部 地域福祉課 未実施 未実施 ゲートキーパー養成研修への参加を促す。

産業政策部 産業振興課
産業振興課窓口で愛知県の労働相談に関するリー
フレットを配布している。

悩める当事者の手許にどれだけ届いたかが分から
ない。

実施 継続実施

無職者・生活困窮者への支援
ハローワーク、ヤング・ジョブあいち、地域若者サ
ポートステーションとの連携、生活困窮者自立支援
の推進

P.112 健康福祉部 地域福祉課 ○
生活困窮者等の相談窓口として、「くらしサポー
ト窓口」の設置した。（再掲）

相談者数　６人／月 実施 継続実施

健康福祉部 地域福祉課 ○

・区、NPO法人等に委託して市内６箇所にぷらっ
とホームを設置した。（再掲）
・高齢者が高齢福祉施設でのボランティアを通じ
て地域貢献できる介護支援ボランティア事業を実
施した。

６箇所で、延べ17,892人が利用、多世代が交流す
る拠点としての役割を果たすことができた。
登録ボランティア140人が20施設でボランティア
活動を行った。

実施 継続実施

学習教育部 生涯学習課 いきいきシルバースクールを４校で開講した。
４校で１０５人の参加があり、シルバー世代が規
則正しくいきいきと過ごす場を提供することがで
きた。

100% 継続実施

日進市社会福祉協議会 ○ つどいの場の運営助成13団体766,573円（再掲）
つどいの場実施団体に対して助成及び支援を実施
した。

実施 継続実施

地域包括ケアシステムの充実と相談支援の充実 P.112 健康福祉部 地域福祉課 ○

・生活困窮者等の相談窓口として、「くらしサ
ポート窓口」を設置した。（再掲）
・地域福祉課を中心に、関係課及び関係機関を招
集し、生活困窮者自立支援事業支援調整会議を定
期開催した（８回）。（再掲）
・必要に応じて、支援者の状況に応じて、必要な
機関と連携し、個別ケア会議を実施した。（再
掲）

相談者数　２１１人／月 実施 継続実施

働く人におけるメンタルヘルス対策 職場のメンタルヘルス対策の支援 P.112

P.112

「つどいの場」の開設・運営支援【再掲】や高齢者
の移動・外出支援、シルバー支援センターやボラン
ティアセンターなどを通じた生きがい機会の提供、
いきいきシルバースクールの開催支援

高齢者の居場所づくりと役立ち感の醸成

P.111

妊娠期から子育て期まで切れ目のない子育て支援
妊娠中から子育て期のいろいろな悩み事や困り事な
ど相談や必要な情報提供、産婦健診事業や産後ケア
事業の推進

P.111

ヤング・ジョブ・あいち、地域若者サポートステー
ション等との連携によるセミナー参加促進

若者の就労支援の充実



資料４ 

成年後見制度利用促進事業関連状況報告（令和元年度） 

１ 尾張東部権利擁護支援センター関連 
（１）相談件数 日進市 658 件（全体 4,998 件） 
 電話 来所 訪問 巡回相談 メール ファクス 郵送 
日進市 471 60 55 1 29 22 13 
全体 3,568 164 580 34 219 205 175 

会議研修 その他     合計 
日進市 6 1     658 
全体 42 11     4,998 

（２）相談対象者種別（実数） 日進市 85人（全体 416 人） 
 認知症 知的障害 精神障害 高次脳機能障害
日進市 35 13 10 7 
全体 200 42 64 24 

 身体障害 認知症以外高齢者 健常者 その他 
日進市 1 9 2 8 
全体 9 48 6 23 

（３）援助方法件数 日進市 4,324 件（全体 17,684 件） 
 電話 訪問 来所 ファックス メール 
日進市 1,968 1,009 350 67 15 
全体 7,818 4,717 437 325 471 

 郵送 同行 電子連絡帳 その他 合計 
日進市 839 24 0 52 4,324 
全体 3,737 110 4 65 17,684 



資料４ 

（４）法人後見受任状況 日進市 13 件（全体 58 件） 
（５）市 後  監督状況 日進市３件（全体 16件） 
（６）市 後  推進事業
 ア 第３期市 後  養成研修（説明会 41人、受講者 13人） 
 イ 第１期市 後  バンク登録者更新選考
ウ 市 後  交流会の開催（R2.1.31） 

（７）広報啓発事業 
   成年後見セミナー（R1.6.6）参加者 150 人 
（８）研修事業 
 ア 権利擁護支援プロジェクトチーム事業（R1.6.28、R1.11.15） 
 イ 行政・福祉関係者のための成年後見勉強会（R1.7.10） 
 ウ 専門職のための権利擁護研修会（R1.7.24、R1.11.18） 
 エ 住 のための成年後 サポーター養成講座（R1.9.7・9.14） 

２ 成年後見制度利用支援事業利用状況（日進市） 
 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 
件数 １件 ２件 ６件 ７件 ５件 
助成金額 120,000 円 695,000 円 1,317,000 円 1,653,000 円 1,277,000 円 



にっしん幸せまちづくりプラン令和２年度実施方針 資料５

成果指標名
主な

関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

地域たすけあい
相談員（ＣＳ
Ｗ）の配置

地域福祉課、
社協

３人 ４人

地域課題の解決方法を地域へ提案し、全地
域に配置ができるよう地区に働きかけてい
く。また、地域で相談会を設けられるよう
協力を求めていく。

○3名の配置を支援する。
地域課題の解決方法を地域へ提案し、全地域に配
置ができるよう地区に働きかけていく。また、地
域で相談会を設けられるよう協力を求めていく。

３圏域に各１人＋
統括１人

福祉まちづくり
協議会設置

社協 ３地区 ５地区
生活体制整備事業と連携し、包括的に助け
合いを推進できるよう調整する。

生活体制整備事業と連携し、包括的に助け合いを
推進できるよう調整する。

生活支援コー
ディネーターの
配置人数

地域福祉課 ５人 ５人
○ 第１層（市全域）２名、第２層（市内３
包括圏域）３名の配置を継続する。

○ 第１層（市全域）２名、第２層（市内３包括圏
域）３名の配置を継続する。

３圏域２層３人＋
１層２人

地域たすけあい
会議の設置

地域福祉課、
社協

０か所 ３カ所
生活体制整備事業と連携し、包括的に助け
合いを推進できるよう調整する。

生活体制整備事業と連携し、包括的に助け合いを
推進できるよう調整する。

第２層協議体の
実施
【後期より】

地域福祉課 ３回 １２回 - ３圏域各年３回以上実施する。 ３圏域×年４回

第１層協議体の
実施
【後期より】

地域福祉課、
社協

１回／年 ２回／年 -
メンバーを充実させ、年２回程度実施する。
事務局である市担当課と連携し、対応する。

１圏域×年２回

a

成果指標名
主な

関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

支援調整会議の
開催

地域福祉課、
介護福祉課、
子育て支援
課、健康課、
生活安全課、
学校教育課、
収納課、社協

８回 １２回
引き続き生活困窮者自立支援事業支援調整
会議を開催し支援の充実を図る。

引き続き生活困窮者自立支援事業支援調整会議を
開催し支援の充実を図る。

毎月１回

地域たすけあい
相談員（ＣＳ
Ｗ）による何で
も相談件数【後
期より】

社協 ２０４件／年 ４００件／年 -
地域福祉活動に取り組む団体の立ち上げ等の地域
支援や制度の狭間で苦しむ方の個別支援を行う。

１人１００件／年

生活困窮者等に
関する研修会開
催回数

社協 ５回／年 ５回／年

生活困窮者等の事業についての研修を通じ
て各種団体や市民の意識を啓発し、支援の
担い手の確保を目指す。市内の一般企業へ
事業の周知行い、連携体制の整備行う。

生活困窮者等の事業についての研修を通じて各種
団体や市民の意識を啓発し、支援の担い手の確保
を目指す。市内の一般企業へ事業の周知行い、連
携体制を整備する。

隔月

当事者交流会の
場づくり

地域福祉課、
社協

１０カ所 １３カ所
民間支援団体や当事者と協議を行う中で、
必要に応じた支援体制の構築を目指す。

民間支援団体や当事者と協議を行う中で、必要に
応じた支援体制の構築を目指す。

２年１カ所増

生活困窮相談件
数

地域福祉課、
社協

３，８８７件 ５，８３０件

引き続き、自立に向けた支援を実施。ま
た、生活困窮者自立支援事業を推進するこ
とにより、生活保護を受給する前に就労で
きる環境を支援。

引き続き、自立に向けた支援を実施。また、生活
困窮者自立支援事業を推進することにより、生活
保護を受給する前に就労できる環境を支援。

年約１０％増

a

【２】新たな要支援者層や困りごとを抱える人への支援

【１】市内すべての地域をつなぐ横断組織の設置と活動の拡充
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にっしん幸せまちづくりプラン令和２年度実施方針 資料５

成果指標名
主な

関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

◎
認知症サポー
ター養成人数
【後期より】

地域福祉課、
社協

６，１４７人 ７，４００人 -
講習会等に認知症サポーター養成講座を組み入れ
る等しサポーター数の増加を目指す。

年約２２０人増

まちの守り人養
成人数

地域福祉課、
社協

６１７人 ３，１１７人

福祉だよりに加え、養成講座周知ちらしを
作成し、周知に努める。
学校向け福祉実践教室紹介冊子を整理し、
受講校の増加を目指す。

福祉だよりに加え、養成講座ちらしを作成し、周
知に努める。
学校向け福祉実践教室紹介冊子を整理し、受講校
の増加を目指す。

５００人／年

精神保健ボラン
ティア養成人数

社協 １０３人 １５３人

福祉だよりに加え、養成講座周知ちらしを
作成し、周知に努める。
学校向け福祉実践教室紹介冊子を整理し、
受講校の増加を目指す。

福祉だよりに加え、養成講座周知ちらしを作成
し、周知に努める。
学校向け福祉実践教室紹介冊子を整理し、受講校
の増加を目指す。

１０人／年

こども１１０番
登録戸数

学校教育課 ４９７戸 ５５０戸
ホームページや広報等を通じて啓発を行
う。

ホームページや広報等を通じて啓発を行う。 年約１０戸増

やさしい手ネッ
ト登録者数

地域福祉課 ４８８人 ７００人
認知症への理解促進を深め、認知症高齢者
等行方不明捜索の体制構築や訓練など地域
における取組促進を図る。

認知症サポーター養成講座や認知症高齢者等行方
不明捜索訓練時等で周知・登録の促進を図る。

年約５０人増

避難所開設・
運営訓練実施回
数

防災交通課 １回／年 ２回／年
指定避難所一ヶ所で地域住民を対象とした
避難所開設・運営訓練の実施

指定避難所２カ所で地域住民を対象とした避難所
開設・運営訓練の実施

年２カ所

地域の自主防災
組織数

防災交通課 ３８団体 ３８団体
設立されていない区域に対して、自主防災
組織設立への支援を行う。

設立されていない区域に対して、自主防災組織設
立への支援を行う。

全１９区に設立(重
複あり)

地域の自主防犯
組織数

防災交通課 ２９団体 ３１団体
引き続き、防犯教室や防犯ボランティア養
成アカデミーの開催、物品の貸与などでソ
フト面の支援を行う。

引き続き、防犯教室や防犯ボランティア養成アカ
デミーの開催、物品の貸与などでソフト面の支援
を行う。

全１９区に設立(重
複あり)

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実
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にっしん幸せまちづくりプラン令和２年度実施方針 資料５
成果指標名

主な
関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

福祉まちづくり
協議会設置

再掲 ３地区 ５地区 再掲

災害時要援護者
数

防災交通課 １，０５１人 １，３７０人
引き続き地域の協力を得ながら災害時要援
護者の把握、登録を行う。

引き続き地域の協力を得ながら災害時要援護者を
把握し、登録を推進する。

年約５０人増

高齢者世帯福祉
票登録世帯数

地域福祉課 ９１１世帯 １，１５０世帯
民生委員児童委員等を通じた啓発を、引き
続き行う。

民生委員児童委員等を通じた啓発を、引き続き行
う。

年約５０世帯増

民生委員児童委
員による赤ちゃ
ん訪問の割合

健康課 ９８．１％ １００％
引き続き訪問を実施し、要支援家庭を把握
した場合に早期に適切な支援を行ってい
く。

引き続き訪問を実施し、要支援家庭を把握した場
合に早期に適切な支援を行っていく。

対象者全員

福祉事業者交流
会開催回数

地域福祉課、
社協

５回／年 ５回／年

○在宅医療・介護連携支援センターと連携
しながら、多職種による情報共有及び意見
交換の機会を設置する。
地域の福祉を下支えする福祉事業者の支援
を行っていくため、地域の事業者への意見
聴取を行う等、必要な支援体制の構築を検
討する。
◎事業所への助成金については、引き続き
PRをし、周知に努めるとともに、より使い
やすい助成金を目指す。

○引き続き在宅医療・介護連携支援センターと連
携しながら、多職種による情報共有及び意見交換
の機会を設置する。
◎事業所への助成金については、引き続きPRを
し、周知に努めるとともに、より使いやすい助成
金を目指す。

隔月

ボランティア・
市民活動に関す
る相談件数

市民協働課、
社協

２２４件／年 ２７４件／年

広報、にぎわいNEWS等による市民活動の
周知・啓発。相談支援等による団体活動支
援の強化。市民活動推進事業及びにぎわい
交流館事業の充実。にっしんわいわいフェ
スティバル実施による事業の充実。
人材データベースを活用し、効率的なマッ
チングを行うとともに、ボランティア活動
を希望する方に合った情報提供を行う。に
ぎわい交流館との情報共有を行い、一体的
な支援体制の構築を目指す。
◎引き続き、ボランティア人材データベー
スを活用し、効率的なマッチングを行うと
ともに、ボランティア活動を希望する方に
合った情報提供を行う。にぎわい交流館と
の情報共有を行い、一体的な支援体制の構
築を目指す。

広報、にぎわいNEWS等による市民活動の周知・
啓発。相談支援等による団体活動支援の強化。市
民活動推進事業及びにぎわい交流館事業の充実。
にっしんわいわいフェスティバル実施による事業
の充実。
人材データベースを活用し、効率的なマッチング
を行うとともに、ボランティア活動を希望する方
に合った情報提供を行う。にぎわい交流館との情
報共有を行い、一体的な支援体制の構築を目指
す。
◎引き続き、ボランティア人材データベースを活
用し、効率的なマッチングを行うとともに、ボラ
ンティア活動を希望する方に合った情報提供を行
う。にぎわい交流館との情報共有を行い、一体的
な支援体制の構築を目指す。

年約１０件増

各種ボランティ
ア養成講座受講
者延人数

社協 ６６人／年 ７０人／年
◎引き続き、多くの市民のボランティア活
動のきっかけとなる養成講座を企画、開催
していく。

◎引き続き、多くの市民のボランティア活動の
きっかけとなる養成講座を企画、開催していく。

年７０人養成

a
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にっしん幸せまちづくりプラン令和２年度実施方針 資料５

成果指標名
主な

関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

地域の人材情報
の集約

地域福祉課、
市民協働課、
生涯学習課、
社協

実施 実施

○市民活動推進事業及びにぎわい交流館事
業、にっしんわいわいフェスティバル事
業、相談支援事業を充実し、人材情報の集
約を図る。関係機関、特に、大学の教員、
学生、企業の地域貢献担当者等とも幅広く
連携し、人材情報の集約を図る。
○「生涯学習人材情報　まちかどネット
ワーク」が有効に活用されるよう、周知方
法等を検討。
◎引き続き、ボランティアの登録、にぎわ
い交流館との情報共有を行っていく。

○市民活動推進事業及びにぎわい交流館事業、
にっしんわいわいフェスティバル事業、相談支援
事業を充実し、人材情報の集約を図る。関係機
関、特に、大学の教員、学生、企業の地域貢献担
当者等とも幅広く連携し、人材情報の集約を図
る。
○「生涯学習人材情報　まちかどネットワーク」
が有効に活用されるよう、周知方法等を検討。
◎引き続き、ボランティアの登録、にぎわい交流
館との情報共有を行っていく。

助成金等の情報
の集約

地域福祉課、
社協

実施 実施
より効率的に、情報提供できるよう、情報
収集に努める。

より効率的に、情報提供できるよう、情報収集に
努める。

空家バンク登録
件数

地域福祉課、
都市計画課、
社協

０件 ２５件
空家バンク登録物件のさらなる掘り起こし
のため、ＤＭ、ＨＰ、広報等各種媒体を活
用して、制度周知に努める。

空家バンク登録物件のさらなる掘り起こしのた
め、ＤＭ、ＨＰ、広報等各種媒体を活用して、制
度周知に努める。

空家対策計画３２
件（令和７年度）

福祉有償運送実
施事業者数

地域福祉課、
社協

２事業者 ３事業者

福祉有償運送を行うドライバー不足を解消
し、公共交通機関の利用が困難な高齢者や
障害者等の移動手段を確保するため、福祉
有償運送ドライバー養成講習会を開催す
る。

昨年に引き続き長久手市と共同し、受講者定員枠
を増やして福祉有償運送ドライバー養成講習会を
開催する。

a

成果指標名
主な

関係部署等

初期値
（Ｈ30年度
末）

後期目標値
（Ｒ６）

【参考】平成３１年度実施方針 令和２年度実施方針 目標値根拠等

つどいの場の開
設

地域福祉課、
社協

６５カ所 ９０カ所
◎つどいの場の運営者が相談できる場の創
出、他のつどいの場との交流ができる場の
創出に努める。

◎つどいの場の運営者が相談できる場の創出、他
のつどいの場との交流ができる場の創出に努め
る。

年約５カ所増

【５】つどいの場の創設支援

【４】地域福祉活動の継続支援に向けた情報の集約と支援体制の再編
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